
（様式①）

[健康福祉局] ７款 ６項 ２目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 総合保健医療センター運営事業 893,391 889,845 845,823 843,331 47,568 46,514

2
スポーツ医科学セン
ター運営事業

801,959 801,591 721,713 721,386 80,246 80,205

3 健康診査事業 1,058,241 53,093 874,624 35,919 183,617 17,174 〇

4 Ｃ型肝炎等対策事業 135,300 47,225 162,108 56,700 △ 26,808 △ 9,475

5 療養援護対策事業 53,010 52,850 58,172 58,011 △ 5,162 △ 5,161

6 骨髄移植等普及推進事業 5,213 3,113 7,528 4,168 △ 2,315 △ 1,055

7 地域保健推進事業 9,212 9,194 6,428 6,368 2,784 2,826

8
公害健康被害補償・環
境保健事業

506,498 4,571 530,379 5,349 △ 23,881 △ 778

9 難病対策事業 6,473,968 3,327,791 6,248,053 3,205,666 225,915 122,125

0 0

0 0

0 0

計 9,936,792 5,189,273 9,454,828 4,936,898 481,964 252,375

事　業　計　画　書　目　次

増△減（６－５）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和６年度 令和５年度



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

総合保健医療センター運営事業

7 15 6

事業名称

歳出予算科目

           893,391令和6年度              2,143                  0            889,845             1,403                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           845,823

              47,568

             1,414

                ▲11                   0

                 0

                   0

           843,331

              46,514

           774,318            802,281

           825,190

           893,542            893,391            893,391

                 0

           773,035

           778,378

           775,775

           799,877

           822,764

           889,996            889,845            889,845

             1,078

               1,065

要援護高齢者及び精神障害者等が地域社会で在宅生活を医療及び福祉の向上から専門的・総合的に支援することを目的とする横浜市総
合保健医療センターの管理運営業務を指定管理者制度により行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

        78,428         72,820         74,122             73,905         73,905         73,905         73,905
施設利用者数

実績         66,366         64,455人

             6             6             6                 6             6             5             4

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

精神障害者の地域移
行（精神科病院から
介護老人保健施設へ

             6             4実績人
の受入れ）

横浜市総合保健医療センターの運営を通じて、要介護高齢者、認知症の高齢者等の要援護高齢者及び精神障害者が住み慣れた地域社会
で在宅生活を維持するための援助並びに、これらの人々を支えている地域医療等への支援を行い、市民の保健、医療及び福祉の向上並
びに健康の保持及び増進に寄与することを目的としています。
また、精神障害者支援、要介護高齢者支援、地域医療機関支援の３事業が相互に連携し適切なサービスをすることで、要援護者が住み
慣れた地域で在宅生活を継続できるようになることが期待されます。

事業目的

横浜市総合保健医療センターは、要援護高齢者や精神障害者の在宅での生活支援を目的に平成４年に設立されました。今後、社会環境
や高齢者ニーズの変化に合わせた高齢者支援施設のサービスの提供が求められる中で、市民にとって将来にわたって必要な公共性のあ
るサービスを継続する必要があります。

背景・課題

横浜市総合保健医療センター条例、横浜市総合保健医療センター条例施行規則根拠法令・方針決裁等

精神障害者保健福祉手帳所持者：令和２年（39,232人）、令和３年（40,854人）、令和４年（43,767人）
要支援・要介護認定者：令和２年（171,001人）、令和３年（176,370人）、令和４年（180,400人）
※各年３月末時点の人数を記載

認知症高齢者数：平成27年（約13.9万人）、令和２年（約16.8万人）、令和７年（約19.9万人）
※「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」の認知症有病率が上昇する場合を使用した推計
※平成27年度国勢調査を基準とした将来人口推計（横浜市）を基に算出

根拠・データ等

令和３年度から第４期指定期間開始（令和７年度まで）

【参考】
≪業務委託≫
平成４年10月１日から平成18年６月30日まで

≪指定管理者制度≫
第１期：平成18年７月１日から平成23年３月31日まで
第２期：平成23年４月１日から平成28年３月31日まで

事業スケジュール

第３期：平成28年４月１日から令和３年３月31日まで

平成4年度事業開始年度

1
5年度6年度

総合保健医療センター運営事業（施設運営費）

細事業(事業内訳）

1            893,391            845,672               47,719 ナースコール更新工事、地下駐車場天井老朽
化修繕工事等の実施による増

総合保健医療センター運営事業（人件費）
2                  0                151                ▲151 選定評価委員会を開催しないことによる減

           893,391            845,823               47,568

1健康推進課健康福祉局

一般会計

秋野 奈緒子 田島 彰 内山 祐希



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

スポーツ医科学センター運営事業

7 7 1

事業名称

歳出予算科目

           801,959令和6年度                368            253,000            548,591                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           721,713

              80,246

                 0

                   0                   0

           206,000

              47,000

           515,386

              33,205

           410,839            401,398

           405,883

           602,539            489,440            482,419

                 0

           353,764

           404,447

           358,403

           401,153

           405,508

           602,171            489,072            482,051

               327

                  41

スポーツ医科学に基づき、健康状態や体力に応じたスポーツプログラムを提供するとともに、スポーツを疾病の予防及び治療等に役立
てることにより、市民の健康づくりの推進、スポーツの振興及び競技選手の競技力の向上を図るための市内唯一の施設である横浜市ス
ポーツ医科学センターの管理運営を行います。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

        85,000         86,110         86,220             86,330         86,440         86,550         86,660ビリテーションの利
スポーツ外来・リハ

用者数

実績         75,063         81,019人

            90            90            90                90            90            90            90

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

利用者アンケートの
満足度調査（非常に
満足している、満足

          90.1          91.8実績％
しているの回答率）

スポーツ医科学センターは、市内では唯一、かつ全国でも有数のスポーツ医科学の拠点です。超高齢社会に対応した「市民の健康づく
りの推進」の観点と「競技選手の競技力向上」の面からも当施設の重要度は今後ますます高まっていくと考えます。

次の事業を通じて、市民の健康寿命の延伸に寄与します。
（1）スポーツプログラムサービスの提供
（2）運動療法に係る検査、診断及び指導

事業目的

（3）スポーツ医科学の知識を有するスポーツ指導者の養成
（4）スポーツ医科学に関する研究
（5）スポーツ医科学に関する情報の収集及び提供
（6）センターの施設の提供
（7）その他の前各号に準ずる事業

開設から20年以上が経過し、施設や医療機器・測定機器等の老朽化が著しく進んでいます。今後も安全で正確な治療、測定と的確な運
動指導を行い、市民、アスリートの信頼に応えていくために、天井脱落対策工事、医療機器類の更新を行い、市民の健康を支える施設
としての機能強化に取り組んでいきます。
スポーツ版人間ドックの企業向けメニュー創設など企業の健康経営を支援するとともに参加者への健康保持・増進のためのフォロー事
業（減量脂肪燃焼教室、筋力向上、姿勢改善教室等）の充実を図り、子どもから大人まで幅広い世代の運動支援・健康支援を実施し、
健康横浜２１で掲げる健康課題の改善につなげる取り組みをより効果的に推進していきます。

背景・課題

横浜市スポーツ医科学センター条例、横浜市スポーツ医科学センター条例施行規則根拠法令・方針決裁等

健康寿命　男性70.93歳（平成22年度）72.60歳（令和元年度）　＜全国＞72.68歳（令和元年度）国民生活基礎調査より
　　　　　女性74.14歳（平成22年度）75.01歳（令和元年度）　＜全国＞75.38歳（令和元年度）国民生活基礎調査より

根拠・データ等

【業務委託】 
平成10年４月１日から平成18年３月31日まで

【指定管理者制度】
第1期 平成18年４月１日から平成23年３月31日まで
第2期 平成23年４月１日から平成28年３月31日まで
第3期 平成28年４月１日から令和３年３月31日まで
第4期 令和３年４月１日から令和８年３月31日まで

事業スケジュール

平成10年度事業開始年度

1
5年度6年度

スポーツ医科学センター運営事業（施設運営費）

細事業(事業内訳）
1            801,959            721,562               80,397 新たな機器更新や工事進捗に伴う増

スポーツ医科学センター運営事業（人件費）
2                  0                151                ▲151 選定評価委員会を開催しないことによる減

2健康推進課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

           801,959            721,713               80,246

秋野 奈緒子 田島 彰 平戸 明志



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

健康診査事業

7 7 5

事業名称

歳出予算科目

         1,058,241令和6年度            989,846                  0             53,093            15,302                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           874,624

             183,617

            13,298

               2,004                   0

                 0

                   0

            35,919

              17,174

           916,124            879,960

           824,996

         1,068,620          1,079,104          1,089,692

                 0

            40,669

           723,931

            23,249

            35,860

            33,118

            53,450             53,810             54,175

           825,407

             164,439

(1)横浜市健康診査事業
　後期高齢者医療被保険者及び40歳以上の生活保護受給者等を対象に、血液検査・尿検査を中心とした健康診査を実施医療機関におい
て無料で実施します。

事業概要
（アクティビティ）

　なお、本事業は平成19年度まで40歳以上の市民を対象に実施していた基本健康診査を引き継いで実施するものです。
(2)オーラルケア推進事業　
　満40歳、50歳、60歳、70歳の市民を対象に、歯周病検診を実施医療機関で実施します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         83500          73000          73000              86500          94800         102200         109600者数
横浜市健康診査受診

実績          65635          71948人

        109600        102200         94800             86500         73000         73000         83500

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

横浜市健康診査受診
者数

         71948         65635実績人

(1)横浜市健康診査事業
　心臓病や脳卒中などの循環器疾患を中心とした生活習慣病予防対策のひとつとして、これらの疾患で医療を要する者の早期発見と、
診査結果に基づき、健康に関する正しい知識の普及を目的とします。

(2)オーラルケア推進事業　
　歯周病と生活習慣病などの全身疾患との関連に着目し、歯周病検診を始めとした予防の啓発に取り組み、生涯を通じたオーラルケア

事業目的

の推進を図ります。

(1)横浜市健康診査
健診を受けることは疾病の予防発見につながるとともに、自身の生活習慣を振り返るために大変重要であるが、他の自治体と比較して
受診率が低い現状です。制度の周知等を行うためにナッジ理論を活用した個別勧奨等による広報の拡充を行うなど、受診率向上に向け
た取組みをより一層進めていく必要があります。
また、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業の実施にあたって、健診データ等を活用した地域の健康課題の分析と支援すべき
対象者の把握が求められており、受診率が向上することで効率的に保健事業の実施をサポートすることが可能となります。

背景・課題

(2)オーラルケア推進事業
歯周病検診についても、受診率が低い状況を踏まえ、歯周病の予防と早期発見を推進するための受診率向上に向けた取組みをより一層
邁進していく必要があります。

高齢者の医療の確保に関する法律　健康増進法根拠法令・方針決裁等

(1)横浜市健康診査事業
　高齢者の医療の確保に関する法律第125条に基づき、後期高齢者被保険者に対する健康診査の実施は広域連合の努力義務となってお
りますが、広域連合が直接被保険者に対して健康診査を実施することが困難なため、神奈川県後期高齢者医療広域連合から実費費用の
補助を受ける形で、横浜市が実施します。
　また、健康増進法に基づき、40歳以上の生活保護受給者及び中国残留邦人等支援給付制度適用者に対し、健康診査を実施します。
　令和４年度健康診査受診者数　
　（後期高齢者被保険者）受診者数：69,091人(被保険者数：488,936人、受診率：14.1％)
　（生活保護受給者等）　受診者数：2,857人　　

根拠・データ等

(2)オーラルケア推進事業　
　健康増進法で取り組むべき疾患として位置づけられた歯周病に関する正しい知識を広めるとともに、歯周病の予防と早期発見の推進
のため、歯周病検診を実施します。
　令和４年度歯周病検診受診者数：1,375人

(1)横浜市健康診査事業
　昭和39年度：事業開始
　平成30年度：対象者要件の拡充

(2)オーラルケア推進事業
　平成15年度：事業開始

事業スケジュール

昭和39年度事業開始年度

1
5年度6年度

横浜市健康診査事業

細事業(事業内訳）
1          1,037,969            858,034              179,935 受診者数増加及び個別勧奨実施に伴う増

オーラルケア推進事業
2             20,272             16,590                3,682 個別勧奨実施に伴う増

1健康推進課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

         1,058,241            874,624              183,617

秋野 奈緒子 田島 彰 太田 真未



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

C型肝炎等対策事業

7 7 99

事業名称

歳出予算科目

           135,300令和6年度                  0                  0             47,225            87,902                173

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           162,108

            ▲26,808

           105,241

            ▲17,339                   6

                 0

                   0

            56,700

             ▲9,475

           159,395            176,269

           144,252

           135,300            135,300            135,300

               167

            55,740

           142,343

            26,269

            61,733

            29,976

            47,225             47,225             47,225

                 0

                   0

肝炎検査を無料で実施し、横浜市肝炎ウイルス検査で陽性になった対象者に対し、医療機関での受診状況や診療状況を確認します。ま
た、肝臓専門医が勤務する市内の病院に委託し、主に感染者及び家族を対象に医療講演会・相談会を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         26000          26000          24000              20000          20000          20000          20000診者数
肝炎ウイルス検査受

実績          19270          17070人

         20000         20000         20000             20000         24000         26000         26000

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

肝炎ウイルス検査受
診者数

         17070         19270実績人

(1)普及・啓発（肝炎講演会・相談会）
　C型肝炎等のウイルス性肝炎の日常管理や最新治療に関する知識を普及することにより、患者・感染者の適正な療養を資します。

(2)肝炎ウイルス検査事業
　肝炎検査の無料実施により、肝炎ウイルス感染者の早期発見に寄与し、早期治療に結びつけます。

事業目的

(3)肝炎治療医療費助成事業
　神奈川県肝炎治療医療費助成事業事務委託に伴う事務を行い、18区福祉保健センターにて申請書等の提出ができることにより、申請
者の利便性の向上につなげます。

(4)陽性者フォローアップ事業
　肝炎ウイルス検査陽性者が早期に専門医療機関を受診し、適切な治療を開始できるよう必要なフォローアップ事業を行うことで、ウ
イルス性肝炎患者の重症化予防を図ります。

肝炎ウイルスのキャリアはB型が少なくとも約110万人、C型は約90万人いると推定されています。B型及びC型ウイルス性肝炎は、将来
肝硬変や肝がんといった重篤な病態に進行する可能性があるため、少なくとも一回は肝炎ウイルス検査を受検する必要があると考えら
れます。そのため、肝炎ウイルス陽性者を早期に発見するとともに、相談やフォローアップにより陽性者を早期治療に繋げ、ウイルス
性肝炎患者等の重症化予防を図っていく必要があります。背景・課題

・肝炎対策基本法　・特定感染症検査等事業実施要綱（国要綱）　・肝炎患者等支援対策事業実施要綱（国要綱）　根拠法令・方針決裁等
・ウイルス性肝炎患者等の重症化予防推進事業実施要綱（国要綱）　・神奈川県肝炎治療医療給付実施要綱

【肝炎ウイルス検査受診者数】
B型肝炎
受診者：平成29年度22,433人、平成30年度25,148人、令和元年度23,500人、令和２年度19,420人、令和３年度19,128人
　　　　令和４年度17,004人
陽性者：平成29年度169人、平成30年度200人、令和元年度173人、令和２年度166人、令和３年度181人、令和４年度173人

C型肝炎
受診者：平成29年度22,929人、平成30年度25,502人、令和元年度23,650人、令和２年度19,520人、令和３年度19,166人
　　　　令和４年度16,966人

根拠・データ等

陽性者：平成29年度113人、平成30年度99人、令和元年度75人、令和２年度67人、令和３年度40人、令和４年度57人

※B型検査、C型検査を両方受ける場合もあるので、下記肝炎ウイルス検査受診者数の総計とは異なります。

【肝炎陽性者フォローアップ送付者数】
平成29年度304人、平成30年度291人、令和元年度250人、令和２年度253人、令和３年度155人、令和４年度177人

平成14年度：肝炎講演会・相談会事業開始
平成19年度：肝炎ウイルス検査事業開始
平成20年度：肝炎治療医療費助成事業開始
平成27年度：陽性者フォローアップ事業開始

事業スケジュール

平成14年度事業開始年度

1
5年度6年度

4健康推進課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

普及・啓発（肝炎講演会・相談会）

細事業(事業内訳）

1                100                636                ▲536 実績に伴う減

肝炎ウイルス検査事業
2            135,080            161,322             ▲26,242 受診者見込数の見直しによる減

肝炎治療医療費助成事業
3                 18                 18                    0

陽性者フォローアップ事業
4                102                132                 ▲30 受診者見込数の見直しによる減

           135,300            162,108             ▲26,808

秋野 奈緒子 田島 彰 太田 真未



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

療養援護対策事業

7 7 99

事業名称

歳出予算科目

            53,010令和6年度                 18                  0             52,850                 0                142

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            58,172

             ▲5,162

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            58,011

             ▲5,161

            51,503             50,594

            42,918

            52,781             52,781             52,781

               142

            51,503

            45,954

            45,811

            50,401

            42,800

            52,622             52,622             52,622

                19

                 ▲1

市内に在住する原子爆弾被爆者及び被爆者の子に対し、援護費、療養費及び医療費の助成を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           940            890            880                850            840            830            820
援護費支給対象者

実績            859            806人

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

市内に在住する原子爆弾被爆者及び被爆者の子に対し、援護費、療養費及び医療費の助成を行うことにより、対象者の健康不安の緩和
、健康保持、向上を図ります。

事業目的

原子爆弾により被害を受けた被爆者及び被爆者の子が、現在も疾病等で苦しんでいる状況に対して、本市として援護費や医療費等を助
成するなど、支援の必要があります。

背景・課題

横浜市原子爆弾被爆者援護費支給要綱、横浜市原子爆弾被爆者に対するはり・きゅう・マッサージ療養費助成要綱、横浜市原子爆弾被根拠法令・方針決裁等
爆者の子に対する医療費助成要綱

神奈川県内（横浜市、川崎市、相模原市、３市以外）での実施状況
(1)被爆者に対するはり・きゅう・マッサージ療養費助成
　横浜市（月額3,000円を限度）、川崎市（月額3,000円を限度）、相模原市（月額5,000円を限度）、３市以外（月額3,000円を限度）
で実施
(2)被爆者の子に対する医療費助成
　横浜市、川崎市、相模原市、３市以外で実施なし

根拠・データ等

(1)被爆者援護費支給　
　平成16年度：事業開始
(2)被爆者に対するはり・きゅう・マッサージ療養費助成　
　昭和57年度：事業開始
(3)被爆者の子に対する医療費助成　
　昭和52年度：事業開始

事業スケジュール

昭和53年度事業開始年度

1
5年度6年度

原子爆弾被爆者援護費支給

細事業(事業内訳）

1              8,643              8,911                ▲268 受給者見込み人数の見直しによる減

原子爆弾被爆者はり・きゅう・マッサージ療養費助
2              1,444              1,575                ▲131 助成月数見直しによる減成

原子爆弾被爆者の子医療費助成
3             42,923             47,686              ▲4,763 助成件数見直しによる減

            53,010             58,172              ▲5,162

3健康推進課健康福祉局

一般会計

秋野 奈緒子 田島 彰 小泉 美紀



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

骨髄移植等普及推進事業

7 7 99

事業名称

歳出予算科目

             5,213令和6年度                  0                  0              3,113                 0              2,100

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             7,528

             ▲2,315

                 0

                   0             ▲1,260

                 0

                   0

             4,168

             ▲1,055

             3,706              7,347

             4,018

             5,213              5,213              5,213

             3,360

             2,026

             5,806

             3,216

             3,987

             2,548

             3,113              3,113              3,113

                 0

                   0

骨髄バンクドナー登録の推進、骨髄提供者への助成、臓器提供・移植の普及啓発、並びに献血の推進事業を行います。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            10             10             12                 12             12             12             12数
骨髄ドナー登録会回

実績             10             10回

            80            80            80                80            80            70            70

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

骨髄ドナー登録者数

            52            75実績人

・白血病等の血液疾患に対する有効な治療法として、骨髄移植や末梢血幹細胞移植があります。年間で少なくとも2000名の患者が提供
を待っていますが、移植のためには白血球の型が一致しなくてはならず、しかも非血縁者の間では一致する確率が数百から数万分の一
であり、提供者の数は伸び悩んでいます。このためドナー登録に関する啓発活動や骨髄提供者への助成金の交付を行い、市民に骨髄移
植に関する知識や情報の普及啓発を図ります。
・かながわ健康財団アイバンク・臓器移植推進本部の事業を後援し、補助金を交付することにより、市民の臓器移植に関する関心を高
め、知識や情報の普及啓発を図ります。

事業目的

・血液は人工的に作り出すことも、長期間の保存もできません。多くの疾病治療に必要な血液を確保するためには、献血が唯一の手段
です。そのための知識や情報を提供して献血の普及啓発を図ると共に、市庁舎において献血を開催し、血液の確保を図ります。

骨髄・末梢血幹細胞を提供できる年齢は20歳以上55歳以下であり、骨髄提供者数が伸び悩む中で若年層への働きかけが重要です。

背景・課題

・骨髄バンク事業の推進について（平成３年12月18日健医発第1462号厚生省保健医療局長通知）根拠法令・方針決裁等
・移植に用いる造血幹細胞の適切な提供の推進に関する法律（平成24年法律第90号）
・安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律（昭和31年法律第160号）
・臓器の移植に関する法律（平成9年法律第104号）

・骨髄ドナー新規登録者数【実績推移】
【全国】　　令和元年度：47,655人　令和２年度：27,218人　令和３年度：32,371人　令和４年度：34,507人
【神奈川県】令和元年度：   3,399人　令和２年度：   1,914人　令和３年度：   2,635人　令和４年度：   2,655人

・献血者数【全血献血実績推移】
【神奈川県】令和元年度：211,461人　令和２年度：209,944人　令和３年度：212,410人　令和４年度：214,382人

根拠・データ等

・昭和44年度：事業開始
・令和元年度：骨髄移植ドナー助成金交付事業開始

事業スケジュール

昭和44年度事業開始年度

1
5年度6年度

骨髄移植等普及推進事業

細事業(事業内訳）
1              5,093              7,335              ▲2,242 助成実績に基づく減

献血推進事業
2                120                193                 ▲73 開催方法の見直しに伴う減

6健康推進課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

             5,213              7,528              ▲2,315

秋野 奈緒子 田島 彰 土田 昌幸



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

地域保健推進事業

7 7 99

事業名称

歳出予算科目

             9,212令和6年度                 18                  0              9,194                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             6,428

               2,784

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             6,368

               2,826

             8,168              6,745

             5,012

             8,740              8,740              8,740

                 0

             8,108

             5,185

             5,185

             6,685

             5,012

             8,725              8,725              8,725

                60

                ▲42

市民の健康の保持増進や公衆衛生の向上を目的とした施策を推進します。また、課全体の事務的経費を計上します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

                                                                                                      

実績                             

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

近年の新たな健康問題や環境リスク等に対し、公衆衛生行政の向上を目的とし、様々な施策を推進します。
・近年、気温が30℃以上となる日が増え、熱中症へのリスクが高まっていることを踏まえ、熱中症予防の普及・啓発に取り組みます。

事業目的

世界的な気候変動やヒートアイランド現象等の影響により、熱中症等の健康リスクが高まる傾向にあることから、改正気候変動適応法
が制定され、今後は、熱中症特別警戒情報の発表や指定暑熱避難施設等の新たな制度が創設されるため、熱中症対策の普及啓発につい
て、更なる強化が必要である。

背景・課題

健康増進法、気候変動適応法根拠法令・方針決裁等

地域保健法第四条第一項の規定に基づく地域保健対策の推進に関する基本的な指針（H27.3.27　厚生労働省告示第185号）

横浜市における各年度の「日最高気温の月平均値（℃）」
出典：気象庁ホームページ(https://www.data.jma.go.jp/obd/stats/etrn/view/monthly_s3.php?prec_no=46&block_no=47670&year=&m
onth=&day=&view=a2)
令和３年６月（26.8℃）、７月（30.1℃）、８月（31.2℃）
令和２年６月（27.3℃）、７月（27.6℃）、８月（33.7℃）
令和元年６月（25.8℃）、７月（27.4℃）、８月（32.7℃）

根拠・データ等

・昭和57年度：事業開始
・平成24年度：熱中症予防啓発事業開始

事業スケジュール

昭和57年度事業開始年度

1
5年度6年度

その他事務経費

細事業(事業内訳）

1              6,172              2,643                3,529 会計年度人件費の療養援護事業からの移管及
び雇用日数の増による増

熱中症予防啓発事業
2              3,040              3,580                ▲540 印刷費減及び広告媒体の見直しに伴う減

アレルギー対策事業
3                  0                 60                 ▲60 連絡会議の実施内容見直しによる減

地域保健人材育成事業
4                  0                145                ▲145 「健康横浜２１の推進」事業への移管による

減

5健康推進課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

             9,212              6,428                2,784

秋野 奈緒子 田島 彰 江原 舞



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

公害健康被害補償・環境保健事業

7 7 99

事業名称

歳出予算科目

           506,498令和6年度            477,947                  0              4,571            23,980                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

           530,379

            ▲23,881

            23,193

                 787                   0

                 0

                   0

             5,349

               ▲778

           534,248            529,442

           459,306

           507,905            507,905            507,905

                 0

             5,218

           477,936

             1,477

             5,627

             2,499

             4,565              4,565              4,565

           501,837

            ▲23,890

公害健康被害者に対して各種給付事業や、療養指導などの公害保健福祉事業を実施します。
市民に対して講演会などの環境保健事業や、環境省からの委託による環境保健サーベイランス調査等各種事務を行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           353            351            338                326            326            326            326者数
公害健康被害認定患

実績            341            332人

       473,000       473,000       473,000           472,177       495,600       502,338       507,971

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

公害健康被害補償給
付額

       430,871       455,896実績千円

法定受託事務として、各扶助事業等の法による事業を行います。これにより、公害健康被害者及びその遺族に対する安定的な補償が期
待されます。
市民に対して相談会や講座の開催、福祉保健センターに対しぜん息等に係る医療機器整備を行い、環境汚染による健康被害を予防し健
康の確保を図ります。
環境省からの委託により、本市で対象地域となっている鶴見区について、所定の質問票による呼吸器症状等の健康調査を実施します。

事業目的

法定受託事務として、各扶助事業等の法による事業を行います。これにより、公害健康被害者及びその遺族に対する安定的な補償が期
待されます。
市民が環境汚染の影響による健康被害について正しく理解し、対処法などの知識・技術を取得することで予防策を身に付け、身体を健
康な状態に保つことに繋がります。
環境省からの委託により、地域人口集団の健康状態と大気汚染との関係を定期的・継続的に観察し、必要に応じて所要の措置を講ずる
ことを目的としています。

背景・課題

公害健康被害の補償等に関する法律根拠法令・方針決裁等
横浜市公害健康被害者救済要綱
横浜市公害健康被害補償事業及び環境保健事業に伴う文書料等の請求に関する要綱
・方針に関する決裁有（昭和４６年）

昭和４６年以来の本市の認定患者の総数は1,579人（市規則認定者を含む）
令和５年３月末時点の本市の認定患者の総数は332名（市規則認定者を含む）（市内：214名　市外：118名）
障害等級別患者数　特級・1級：0名　2級：16名　3級：279名　等級外等：37名

根拠・データ等

昭和46年 横浜市独自「救済条例」にて公害健康被害に関する補償を開始
昭和49年 「横浜市公害健康被害者救済要綱」において市長の権限にて公害保健福祉事業の実施
昭和62年 公害健康被害の補償等に関する法律施行
昭和63年 健康相談事業、医療機器整備事業開始
平成８年  機能訓練事業開始
　　　　  環境保健サーベイランス３歳児調査事業開始
平成16年 環境保健サーベイランス６歳児調査事業開始
平成18年 石綿による健康被害の救済に関する法律に基づき、石綿健康被害者の救済給付業務を開始
　　　　  それに伴い、各種申請、請求書類の進達、健康状態等相談業務も開始

事業スケジュール

昭和46年度事業開始年度

1
5年度6年度

公害健康被害補償事業

細事業(事業内訳）

1            498,197            521,583             ▲23,386 公害扶助費支給見込件数の減等による扶助費
の減

公害保健福祉事業
2              1,120              1,101                   19 訪問に係る備品等購入のため増

公害健康被害予防事業
3              4,978              5,462                ▲484 実績に基づく事業見直しによる減

環境保健サーベイランス調査
4              2,188              2,218                 ▲30 実績に基づく事業見直しによる減

1健康推進課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

石綿健康被害対策事業
細事業(事業内訳） 5                 15                 15                    0

           506,498            530,379             ▲23,881

山田 洋 鈴木 英里 松田 暁音



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

6 2

難病対策事業

7 7 99

事業名称

歳出予算科目

         6,473,968令和6年度                205                  0          3,327,791         3,145,972                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

         6,248,053

             225,915

         3,038,985

             106,987                   0

                 0

                   0

         3,205,666

             122,125

         4,881,751          5,456,907

         5,507,517

         6,912,764          7,418,941          7,962,390

                 0

         2,529,988

         5,223,429

         2,670,557

         2,824,670

         2,770,877

         3,548,239          3,806,883          4,084,566

             3,402

             ▲3,197

「指定難病」にり患していて一定の認定基準を満たしている338疾患の患者に対し、特定医療費（指定難病）助成事業を実施し、医療
費の負担軽減を行います。
また各福祉サービスを提供し療養上の支援、日常生活の支援を行うことにより、難病患者の安定した療養生活の確保、生活の質の向上

事業概要
（アクティビティ）

、自立と社会参加の促進を図ります。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

     4,675,627      5,240,531      5,999,575          6,251,775      6,712,540      7,207,263      7,738,448病）扶助費
特定医療費（指定難

実績      5,054,569      5,326,507千円

                                                                                                      

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

                            実績

「難病の患者に対する医療等に関する法律」等に基づき、今後も指定難病患者が増加することが見込まれるため、以下の業務を行い、
医療費の負担を軽減するとともに、難病患者のQOL向上を図ります。
（1）難病法関連業務
ア　特定医療費（指定難病）助成事業
【認定業務】受給者の申請・資格・給付情報等の管理をし、支給認定を行う。不認定候補については附属機関である「指定難病審査会
」へ諮問する。また、指定医・指定医療機関の指定等を実施する。

事業目的

【更新業務】特定医療費（指定難病）の支給認定が行われた方が所持する特定医療費（指定難病）受給者証について、年に１度更新を
行う。
イ　療養生活環境整備事業
「療養生活環境整備事業」である在宅人工呼吸器使用患者支援事業、ホームヘルパー養成研修事業、難病相談・支援センター事業を実
施する。
（2）その他難病患者等支援事業
【難病患者地域支援対策推進事業】訪問相談事業・難病相談事業・在宅療養支援計画策定評価事業等（国庫補助事業）
【市難病患者支援事業】難病患者一時入院事業・在宅重症患者外出支援事業・広報相談事業補助金交付

特定医療費（指定難病）助成制度は、難病法の施行時(H27年1月)の110疾病から現在は338にまで拡大し、平成30年４月に神奈川県から
事務が移管されて以降、横浜市内の患者数は増加傾向にあります(H30年度:23,748人→R4年度:27,984人)。特に、パーキンソン病など
の神経系疾患は、加齢とともに発症率が上昇し、高齢化が進む横浜市においては、今後も難病患者が増加すると予想され、全国一律に
適用される制度を適正に運用していくことが求められます。
また、難病法及び児童福祉法の改正や就労支援、災害時対応など、難病患者の置かれた状況に応じた個別性のある支援の必要性から、
市独自の取組も求められています。

背景・課題

難病の患者に対する医療等に関する法律、障害者総合支援法、横浜市特定医療費助成事業実施要項等根拠法令・方針決裁等

【根拠法令等】難病の患者に対する医療等に関する法律、障害者総合支援法、横浜市難病相談事業実施要綱、横浜市在宅療養支援計画
策定評価・訪問診療事業実施要綱、横浜市在宅重症患者外出支援事業実施要綱、横浜市難病患者一時入院事業実施要綱、横浜市難病広
報相談事業補助金交付要綱、横浜市特定医療費（指定難病）支給認定実施要綱、横浜市指定難病審査会条例、横浜市在宅人工呼吸器使
用患者支援事業実施要綱、横浜市難病患者等ホームヘルパー養成研修事業の実施及び指定に関する要綱、横浜市難病指定医研修実施要
綱、横浜市難病対策地域協議会実施要綱
【データ】全国における特定医療費（指定難病）受給者数
令和元年度：946,110人、令和２年度：1,033,770人、令和３年度：1,021,606人（令和４年度データは集計中）

根拠・データ等

・昭和49年度　難病広報相談事業開始
・昭和63年度　難病相談事業開始
・平成10年度　療養生活環境整備事業開始
・平成16年度　外出支援サービス（市単独事業）開始
・平成17年度　在宅重症患者外出支援事業・難病患者一時入院事業（市単独事業）開始
・平成30年度　神奈川県から権限移譲を受け特定医療費（指定難病）助成事業開始

事業スケジュール

昭和49年度事業開始年度

1
5年度6年度

難病法関連事業

細事業(事業内訳）

1          6,421,626          6,194,881              226,745 主に特定医療費（指定難病）助成事業扶助費
の増による増

療養生活環境整備事業
2             11,731             10,925                  806 主に難病相談センター負担金の増による増

2健康推進課健康福祉局

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

難病特別対策推進事業

細事業(事業内訳）
3              5,056              5,056                    0

市難病患者支援事業
4             35,555             37,191              ▲1,636 主に外出支援サービス事業の廃止による減

         6,473,968          6,248,053              225,915

山田 洋 小林 信言 町田 紀香


	762事業計画書目次
	総合保健医療センター運営事業
	スポーツ医科学センター運営事業
	健康診査事業
	C型肝炎等対策事業
	療養援護対策事業
	骨髄移植等普及推進事業
	地域保健推進事業
	公害健康被害補償・環境保健事業
	難病対策事業



